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シンボル事業②に関する課題・疑問点等及び対応策 

平成２３年７月１３日 公共施設再配置推進課作成 

 

 第１回ワーキンググループ会議終了後に、ワーキンググループ構成課から提出され

た課題等のうち、現時点での対応策や考え方を明確にしておくべきものについてまと

めたもの。 

疑問点等の内容 対応策 

１ 郵便局をセンター内に設置すること

が、交付を受けている施設整備等補助

金等（国庫、県、起債）の交付目的に

反し、補助金等の返還を求められるこ

とが想定される。施設の建設に当た

り、３２億近い補助金等（起債含

む。）が交付されているが、返還を求

められた場合、返還額に応じて設置す

るか否かの判断をするのか。また、返

還する場合にその財源措置等はどうす

るのか。（地域福祉課） 

起債に関しては、地方自治法に基づい

た行政財産の貸付けであるので、繰上げ

償還の必要はない（７月７日現在見込

み）。 

また、補助金を返還する場合であって

も、単年度のフローでは、一般財源を充

てることとなるが（現時点では、交付額

の 1％程度を見込んでいる）、ストック

で見れば、将来にわたる賃貸料収入で十

分に賄える範囲と考えている。 

これに加え、毎年の賃貸料収入は、築

後１０年を経過し、今後増加が見込まれ

るセンターの維持費に充てることができ

るため、補助金の返還をいとわないで、

賃貸したいと考える。 

２ 施設管理者として、施設の変更につ

いては、内容の確認を事前に把握して

おきたいと考えている。郵便局がセン

ター内に入ることで、セキュリティや

電気系統の配線等の問題が生じてくる

と思うが、建物の工事内容等と合わせ

て、どのように対応していくのか、逐

次情報提供されたい。（地域福祉課） 

まず、賃貸内容の骨格を固めなけれ

ば、セキュリティ等の計画は立てられな

い。また、郵便局は、すでにいろいろな

建物を利用した営業を行っており、多く

のノウハウを持っていると考えている。 

したがって、賃貸場所（休憩室、更衣

室、倉庫を含む。）を確定させた後、大

いにノウハウを発揮していただきなが

ら、詳細の協議に入り、内容を詰めてい

きたい。 

３ 保健福祉センターには、いろいろな

事情のある方も訪れる。郵便局を誘致

することによって、一般の方がロビー

（郵便局の待合スペース）に大勢いる

ことも考えられるので、配慮が必要で

はないか。（企画課） 

ロビー（郵便局の待合スペース）のレ

イアウト、衝立の設置等について、郵便

局側と協議していく。 
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疑問点等の内容 対応策 

４ 現在の連絡所における証明書発行業

務と同じシステムで行えるのか否か。

（戸籍住民課） 

すでに郵便局による証明書発行業務を

実施している自治体が複数あるので、郵

便局㈱と情報交換をしながら細部は詰め

ていく。 

 


